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モジュールC：事例分析

　　　開発援助事業の質の向上

 ★ 人々の多様性を理解し、
  人々に確実に届く事業を行う。
 ★ 包括的な視点から途上国の
  総合的能力をとらえ、その
  内発性を重視した事業を行う。
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社会調査って何？
どんなふうに役立つの？

私の担当プロジェクトには
関係あるの？

モジュールAへ モジュールA-1へ

?

教材の目的
開発援助事業のマネジメントに従事する人々

（JICA在外事務所職員等）が、事業における、
社会調査の効果、必要性、使い方を理解し、
事業において効果的に活用することが

できるようになる。

教材の目的
開発援助事業のマネジメントに従事する人々

（JICA在外事務所職員等）が、事業における、
社会調査の効果、必要性、使い方を理解し、
事業において効果的に活用することが

できるようになる。



モジュールC

事例分析
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このモジュールでは、計画立案、実施、モニタリング、インパクト評価の過程で必要と

される社会調査の目的や内容、実施タイミング、実施上の留意点、調査結果の活用に関し

て、事例研究を通じて学ぶことを目的としています。

プロジェクトの活動に即して社会調査の実施を計画し、調査結果から得られる知見を事

業に反映し、より妥当性の高い活動計画やマスタープランを作成する際に、何がキーに

なったのか、どのような改善点があったのかという示唆を事例研究から得ることができま

す。また社会調査のマネジメントについての留意点も明らかにしようとつとめました。

モジュールCは 3つの事例から構成されています。それぞれの事例の中で、どのような
目的やタイミング、調査方法で社会調査が計画、実施され、その結果がどう活用されたの

か、どのような効果が確認されたかを検証します。事例分析の骨子は以下のとおりです。

1. 概要と特徴（プロジェクトの背景、目的、関係者、スケジュールなど）
2. 社会調査の内容（実施された社会調査の位置付け、目的、実施方法など）
3. 社会調査結果の活用、実施の効果（社会調査を実施して明確になった課題や全体
調査活動への影響）

4. 社会調査実施上の個別の教訓（調査手法や取り組み方など他の案件に参考になる
ポイントの説明）

取り上げた 3事例の案件の概要と実施された社会調査の目的と内容、実施の教訓は以
下のとおりです。

モジュールＣで取り上げる案件の概要と社会調査の実施状況

案件名

C-1

ラオス
再生可能エネル
ギー利用地方
電化計画調査

上位目標／プロジェクト目標

［上位目標］n.a.
［プロジェクト目標］
太陽光発電装置の試験設置
を行い、そのモニタリング結
果およびその他制度･政策的
な調査結果から太陽光発電お
よび小水力による地方電化実
施計画を作成。

社会調査の目的とその内容

［予備調査］
維持管理体制構築の見通し、住民への説明、支払能力の
確認を目的とした簡易社会調査
（サンプルインタビュー調査と住民集会）
［本格調査］
・ベースライン調査
目的：村の規模と形態、エネルギー消費と支出状況、

電気需要、電化への期待の把握
・参加型計画（PCMワークショップ）
目的：維持管理体制確立

・簡易調査
目的：太陽光発電システムに申し込んだ世帯の状況を

把握
・モニタリング調査
目的：サンプル世帯ー据付時の状況、生活状況の変化の

把握ー維持管理委員会ー組織と活動内容の確認
・インパクト調査
目的：村長ーシステムの維持管理に関する状況や生活

面での変化、世帯ー電化製品の利用状況や生活
面での変化、特に生活費や収入に関する変化。
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案件名

C-2

セネガル
安全な水と
コミュニティ
活動支援計画

C-3

マリ国
セグー地方南部
砂漠化防止計画

調査

上位目標／プロジェクト目標

［スーパーゴール］
持続的な水利用体制が広くセ
ネガルに普及。
［上位目標］
①持続的な水利用体制普及
のための行政能力が向上。

②対象地域において住民の生
活が改善。

［プロジェクト目標］
プロジェクト対象サイトでの
活動を通し、持続的な水利用
体制が確立。対象サイト（全
国約20サイト）にて、給水
施設維持管理システム、生産
活動多様化実証活動のモデル
を確立。行政能力の向上を図
り、普及･展開に留意。

［上位目標］
国家環境行動計画を主たる上
位計画と位置付け、住民組織
主導により砂漠化防止に資す
る総合的な取り組みが持続す
ること。
［プロジェクト目標］
①持続的な農牧林業の展開
を通じた、砂漠化防止を目
指す農村総合開発計画
（マスタープラン）を策定
すること。

②調査実施過程においてマリ
国のカウンターパートに対
する各調査項目に関する調
査手法および計画立案につ
いて技術移転を行うこと。

社会調査の目的とその内容

［予備調査］
サイト選定と水利用体制の社会配慮すべき点、他のド
ナープロジェクトの活動状況を調べる目的で、プロジェク
ト開始の約2年前からローカルコンサルタントを利用し
て簡易社会調査を実施（一部参加型調査も実施）。
［実施段階］
ジェンダー配慮の視点を導入することによって、より持続
的で、透明性のある管理体制を確立する目的で社会ジェ
ンダー分析調査を実施。
・ベースライン調査
目的：概略社会経済情報、男女別データの入手他。

・インパクト評価
目的：ジェンダー配慮効果の確認（男女参画状況）

砂漠化防止という上位目的のために、農村地域の住民に
さまざまな実証事業を実施するための意欲を促す社会的
準備、および基本的な社会経済情報を入手するために
PRAを実施。また効果を計測し、活動にフィードバック
する目的でベースライン調査、モニタリング調査を実施。

［マスタープラン調査］
・聞き取りアンケート調査
目的：対象地域６県の社会経済の動向と砂漠化の認識、

対策の把握
・村落台帳作成調査
目的：サンプル村落の社会経済の動向、砂漠化の認識、

対策の把握
［実証調査］
・参加型農村調査（PRA）／テロワール管理委員会設立
支援調査
目的：社会経済情報の把握、村落のニーズ把握と住民

主体の実証事業準備
・モニタリング調査
目的：実証事業の進捗や住民の意識変化の把握

・調査者、住民当事者の双方のインパクト評価
目的：マスタープランへの反映事項の整理と住民の参

加型評価効果の確認による事業実施の意義の確
認と持続性の確保。
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同じ調査手法を実施する場合でもC/Pと協働で実施し、C/Pの能力強化につながる
場合もあれば、そうならない場合もあります。住民参加型の調査を実施しても活動に成

果が反映されない場合もありますし、住民の労役提供などへの理解が進むなど効果が認

められる場合もあります。マネジメントのやり方、調査者の調査実施能力、調査地域の

選定によっては、時間と手間隙のかかる社会調査の効果は半減する場合もある一方、多

方面での波及効果がある場合もあります。3事例における対象地域の選定とC/Pとの協
働作業におけるポイントは以下のようにまとめることができます。

1）社会調査対象地域の選定
調査対象地域の選定によって、社会調査の運営実施は大きく左右されます。首都圏に

比較的近く、モニタリングしやすいことに重点を置くのか、可能な限り広範囲で活動する

ために遠隔地も含んで調査するのか、または調査目的を精査し、カテゴリーに分けて検討

し、調査地域を限定するのか、3つの事例の調査対象地域の選定過程はさまざまです。
より貧しく支援を必要としている遠隔地をパイロット対象地に選定することは理想的

ととらえられがちですが、予算や時間的な制約の中、調査対象地に到着するために何時

間も費やすことが得策かどうかは重要な検討事項です。本格調査の開始後、調査地域の

選定に入る場合、プロジェクト準備期間のベースライン調査やモニタリング、インパクト

調査まで一連の社会調査の活動ボリュームが大きくなるため、対象地域の選定に時間が

かけられないという現実に直面することもあります。調査に参画した受益者の住民も含

むプロジェクト関係者がプロジェクトがもたらす効果を十分に理解できるように、調査対

象地域の選定は本格調査以前であれ、本格調査以後であれ、十分な検討が必要です。

案件名

C-1

ラオス
再生可能エネル
ギー利用地方
電化計画調査

C-2

セネガル
安全な水と
コミュニティ
活動支援計画

対象地域選定の考え方

パイロットプロジェクト対象6村および比較対照5村は首都に近い2県から選定された。
太陽光による電化を目的とするのであれば、首都から遠い農村にも需要はもちろんあるが、
実証事業を頻繁にモニタリングする必要性を考慮し、首都から3、4時間で到着できる地
域にした。C/Pと調査団は、通訳と共にベースライン調査、PCMを活用した住民集会、モ
ニタリング調査を含めて、何度も調査対象地域に通い、C/Pは農村電化事業に資する社会
調査の実施方法を最初から通して学ぶことができた。村民重視の維持管理システムを構築
するための社会的準備をするためには、意欲的に貧困地域を選定して新技術の導入を目指
すより、ある程度モニタリングしやすい地域で維持管理システムを構築することが適切と
判断された。

広範囲に水利用体制を普及させることを目的として、遠隔地を含む全国24のサイトを活
動対象と定めた。時間的な制約からジェンダー調査をC/Pと調査団が重点的に実施できる
地域は限定的となり、再委託調査に依存せざるを得ない状況だった。広範な地域で活動す
ることで普及には一定の貢献は見られる。またC/Pが社会調査のエッセンスを学ぶ機会を
得ることはできたが、プロジェクトサイトが遠隔地でかつ、多数の地域を対象地域として
選定したことは、初期段階のベースラインから、モニタリング、インパクト調査まで頻繁
に訪問し、教訓を得るという密度の濃い活動は困難であった。
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案件名

C-3 マリ国
セグー地方南部
砂漠化防止計画

調査

対象地域選定の考え方

対象地域6県1,700村から、基本的な社会経済情報を入手するサンプル調査として村落台
帳調査を275村で実施した。
実証事業の対象地域12村は、調査拠点の都市からのアクセス、砂漠化防止対策が進んで
いる先行地区、それほど進んでいない地区、非常に困難な地区の3地区から選定した。

2）C/P機関との協働の調査
通常、電気、水、農業などを担当するC/Pが社会調査に関心が高いとは限りません。
彼ら／彼女らの多くは首都の事務所で職務をこなすことが多く、都市部であってさえも

時間と労力を割かなければならない社会調査に関心をもってもらえないこともあります。

ましてや、地方の農村部での調査となると、関心はさらに低くなることもあります。

また調査資金（出張旅費、手当）などが通常予算では賄えないため、その制約から、必

要な調査を地方で実施できないのかもしれません。JICAの調査を通じてC/Pは対象地
域での調査をする機会を得るのですから、それを最大限活かす方向で調査をデザインす

る方が望ましいでしょう。

案件名

C-1
ラオス

再生可能エネル
ギー利用地方
電化計画調査

C-2
セネガル
安全な水と
コミュニティ
活動支援計画

C-3
マリ国

セグー地方南部
砂漠化防止計画

調査

C/Pとの協働の効果

C/Pはエンジニアで太陽光という新技術を学びたいという意欲が高かった。その上、技術
面だけでなく、調査団と一緒に社会調査、住民集会にも参画する積極性があった。住民の
支払能力、組織構築の方法などを詳細に学び、プロジェクト後は簡便に住民集会を実施す
るよう工夫して、後に別の場所で実施したことが調査団により確認された。住民との契約
書、ルール作りにも適切にアドバイスするなど、社会調査の経験によって、太陽光技術を
広範に展開する上でのマネジメントのノウハウを学んでいる。

初期段階には社会調査経験の豊富なローカルコンサルタントを登用しつつ、C/P自身のイ
ンパクト調査実施の能力向上に留意して、プロジェクト後半はC/Pが直営でインパクト調
査を実施した。社会科学分野の勉強はしていても実際に活かす機会に恵まれなかったC/P
が社会調査に参画し、女性グループのやる気を促進する方法について考え、実践した。プ
ロジェクトの活動で地方の出先機関の職員にも指導する機会を得て、最終年度には自らイ
ンパクト調査のレポートも作成するに至った。

C/Pが農民を見下すような態度でボトムアップアプローチに理解がないという状況で、調
査開始時にC/Pから社会調査の協力を得ることが難しかった。したがって、まずは彼らの
参画に優先度を置かず、対象地域における住民の能力向上へ焦点を置くこととなった。
ローカルコンサルタントや現地連絡員を直接雇用し、ファシリテーターとして住民の実証
事業への関心を引き出し、持続性のある活動を重ねていった。対象地域の周辺村落からも
実績を聞きつけて見学に来る人がいたりするようになり、徐々に地方の政府機関職員の関
心を引くことに成功した。フェーズIIからは政府機関職員に農村での社会調査方法を実地
訓練している。
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11 プロジェクトの概要と特徴

モジュールC-1
ラオス再生可能エネルギー利用

地方電化計画調査

対象地域に新技術（太陽光発電）を受容できる社会経済条件は存在するのか、導

入しようとする新技術がどのような影響を社会に及ぼすのか、新しい電化システム

が持続的な運営をするためにどのような組織作りをすればよいのかなどを検証する

ために社会調査が実施され、さまざまな形で活用された事例である。

本調査は再生可能エネルギーである太陽光発電（PV1）、小水力発電を利用した地方

電化を促進するための基本計画を作成することを目的とした開発調査である。実証パイ

ロット調査を最初に実施し、そこで得た教訓をマスタープラン･長期計画作成に活かす

ことを目的に実施された。特に維持管理などの運用面、組織面に重点を置き、地域の社

会経済環境に適した形での電力供給形態を、実証を通じて把握することが重要なテーマ

の 1つであった。PVシステムの試験設置の対象地域は首都近辺の 2県とし、維持管理
組織を立ち上げ、維持管理･料金徴収などを実施した。モニタリング結果について、技

術･制度･組織面から評価を加え、全国の未電化地域でのPV利用を促進するため、ラオ
スの諸環境に適した組織形態、運営手法、技術を提言している。

協力期間

協力相手先機関
(Counterpart: C/P）

調査対象地域

総調査費用

コンサルタントの
投入

1998年9月～2000年12月（基礎調査段階／詳細調査段階／マスタープラン段階）

工業手工芸省（Ministry of Industry and Handicraft）電力局

工業手工芸省電力局、パイロット事業対象地域：ビエンチャン、ボリカムサイ県6村
および比較対照5村

約3.1億円（人件費･機材費）*

①総括･地方電化計画、②太陽光発電技術、③太陽光発電設備･機材設置、④農村社会調
査･参加型開発（PCM手法が使えることが望ましい）、⑤組織制度構築、⑥小水力発電
計画、⑦経済財務分析･財務マネジメント、コンサルタント 49.55人･月*

出所：特記仕様書「ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画調査」。ただし（*）の箇所（総調査費用、およびコンサルタン
ト人･月）については、プロジェクトの案件概要表（2002年 8月 20日現在）参照。

表C-1 プロジェクト概要



予備調査2

官団員（JICA職員、関係省庁からの団員など）とコンサルタント団員による事前調
査団が、維持管理体制構築の見通し、住民への説明、支払能力の確認を目的とした簡易

社会調査（サンプルインタビュー調査と住民集会）を実施した。太陽光という新技術が

受容される可能性について、調査対象地域や調査内容について、本格調査の前に見通し

を立てることを目的としていた。C/P機関が概略を決めていたパイロット調査対象地を
現地踏査し、太陽光発電技術についての住民説明会を実施するとともに、簡単な社会経

済情報と、主に支払能力についての情報を集めるために、質問票を使って簡易社会経済

調査を実施した。その結果、新技術に対して住民の理解、浸透が進むとともに、調査団

は維持管理体制の構築の重要性を確認した。

この予備調査の業務指示書では、農村社会調査･参加型開発（PCM手法が使えるこ
とが望ましい）と組織制度構築という2ポストが提示され、社会調査の重要性を明示す
るとともに、維持管理組織･制度への十分な理解が留意点としてあげられ、ADB、GTZ、
JICAが実施している途上国へのPV導入例の報告書を参照することが推奨されている。

本格調査においては、業務指示書において次の 7ポストが提示された；①総括･地方
電化計画、②太陽光発電技術、③太陽光発電設備･機材設置、④農村社会調査･参加型

開発（PCM手法が使えることが望ましい）、⑤組織制度構築、⑥小水力発電計画、⑦
経済財務分析･財務マネジメント。社会調査の重要性は示されており、パイロット調査

対象の7村落と、比較対照のために追加の村落を調査することは仕様書で決められてい
たが、調査手法や調査の分量について細かな指示は無かった。そのため落札したコンサ

ルタントは、パイロット調査を実施し、その結果を計画に活かすためには社会調査の十

分な実施が必要だとして、農村社会調査を 2名に増員し、組織制度構築･参加型開発団
員とあわせ、社会調査を担当する団員を合計 3名とした。ローカルコンサルタントへの
委託ではなく、調査団直営で調査を実施することとしたため、3名の団員が必要という
判断もあった。

22 プロジェクト全体における社会調査の位置付け

モジュール C-1 ラオス再生可能エネルギー利用地方電化計画調査
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1：太陽光発電のことをPhotovoltaic power generation と言い、一般的に略して「PV」と呼ばれている。
2：｢予備調査」とは、主に経済開発分野の開発調査の準備段階において、基礎情報を収集し、調査の実施可能性を先方関係機関
との協議により確認し、最適な調査のフレームワーク（内容、実施時期、実施期間、試験設置対象地域など）を作成するため
に実施される予備的な調査を指す。



本格調査での社会調査は、パイロット調査のインパクトを見るモニタリング指標を得

るためのインタビュー調査と、維持管理体制の確立を目的とするPCM手法を利用した
参加型計画調査の2つを主要な方法として実施された。インタビュー調査は①ベースラ
イン、②モニタリング、③インパクトの 3段階で実施されたが、ベースラインを比較対
照するためにパイロット調査対象以外の未電化村 3村、およびディーゼル発電によって
電化している2村も調査した。また約 5日間のPCM手法に準じたワークショップを実
施し、住民のPV技術、費用負担、維持管理負担についての理解を深め、事業実施の合
意を導くと同時に、電化サービスを申し込んだ層がどのような社会層に位置するのかに

ついて分析を行った。

以下が農村社会調査のスケジュールと①～③段階での調査項目およびワークショップ

内容である。
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Base M1

M2M1 M3

M2 M3

M2 M3

M1 M2

M1 M2

M1 M2

M1

Base

Base

Base

Ref

Ref

Ref

Ref

Base

Base

Base



第2次現地調査

（1999年2月）

基礎調査段階調査の段階

農村調査の
種類

調査内容

調査の
主な時期

Donsayoudom

Houaypong

Nongpen

Mai

Nase

比較対照村

Namai(BCS)

Paksoun (BCS)
新規対象村

Boathun
比較対照村

Kenyong
比較対照村

Samsanouk
対象外

Nathong
対象外

ベース
ライン調査

村落の
状況

第1次
現地調査
（1998年
10月）

ワーク
ショップ

村民の
理解・

合意形成

申込調査

申込者状況､
比較対照
村の状況

PVモニタ
リング1

据付時の
社会的状況

第3次
現地調査
（1999年

6月）

PVモニタ
リング2

生活状況の
変化

（3カ月後）

第4次
現地調査
（1999年
10月）

PVモニタ
リング3

生活状況の
変化

（6カ月後）

第5次
現地調査
（2000年

2月）

マスター
プラン段階

社会的イン
パクト調査

社会への
インパクト

第6次
現地調査
（2000年

6月）

詳細調査段階

WS

WS

WS

WS

Base WS

AP

M2M1 M3

Base RefWS AP

AP

AP

AP

WS AP

Baselinesurvey

Monitoringsurvey1

Workshop Referencevillagesurvey

Monitoringsurvey2

Applicationsurvey

Monitoringsurvey3

注：当初の仕様書では戸別型ＰＶシステム（SHS: Solar Home System 世帯別に太陽光パネルを設置し、電化する方法）設置対象
村落を6村、バッテリー充電ステーション（BCS）型PVシステム設置対象村落を1村、合計7村落が対象であった。その後
当初の対象村落2つが不適切となり、比較対照村と併せて11村で社会調査を実施した。

出所：プロアクトインターナショナル株式会社／四国総合研究所（2001）「ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画調査最
終報告書」

図C-1 農村社会経済調査のスケジュール



社会調査の実施に当たっては十分な期間が確保されていると考えられていたが、調査

開始後、当初事前調査で定められていた対象地域 2村が、送電線延伸による電化対象
区域に入ったことや、政府の政策により村ごと移転し、隣村と合併することが判明した

ため、パイロット試験対象村落は一部変更を余儀なくされた。したがって、最初にベー

スライン調査を実施した7村を継続調査したのではなく、新規に対象とする村落を選定
して、ベースライン調査とワークショップを追加する必要が生じた。これらの追加調査

のための期間の確保は困難であったが、国内調査期間を現地調査期間に変更するなどの

方法で、調査団内で柔軟に対応した。このようにパイロット調査を実施するために必要

な前提条件である「未電化地域」という条件が、調査期間中に崩れることもありうる。

この事例には、柔軟な計画変更に対応する必要性が示されている。
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表C-2 ベースライン調査項目

調査
項目

ベースライン調査
申し込み世帯に対する調査

1 申し込みシステム
2 そのシステムを選択した
理由

3 使用したい電気器具
4 電化後行いたい活動
5 子供の教育状況
6 生活サイクル

村長に対する村落状況調査

A 村の規模と形態
1 世帯数
2 人口
3 民族の構成
4 村の成り立ち
5 村落の構造と住民組織
6 主な産業
7 平均収入
8 土地･資産保有状況
9 村落の教育状況

10 健康と医療サービス状況
11 町からの距離､交通･通信手段
12 中央、県政府との関係
13 給水状況
14 村人の生活パターン

B 電気の需要
15 村落での照明燃料
16 村落でのバッテリー保有状況
17 電化製品所有状況
18 公共施設（学校､病院､寺）状況
19 電気への期待

世帯に対する村民状況調査

A 一般事項
1 氏名
2 家族数
3 部屋数
4 土地･資産所有状況
5 職業
6 所得と内訳

B エネルギー消費と支出状況
7 照明エネルギー源と支出状況
8 バッテリー保有･使用と
支出状況

9 電化製品保有･使用状況

C 電気への期待
10 使用したい電気機器
11 電化後行いたい活動
12 支払意志額

出所：プロアクトインターナショナル株式会社／四国総合研究所（2001）「ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画調査最
終報告書」
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表C-3 モニタリング調査項目

調査
テーマ
調査
対象

調査
項目

維持管理組織モニタリング

委員会の組織と活動内容

全村落の委員会

A メンバーのプロフィール
1 役割分担
2 業務内容
3 教育水準
4 経験
5 電気工事の経験
6 社会グループへの所属

B 委員会の計画
7 村人からの集金方法
8 DOEへの支払方法
9 メンテナンス･サービス
の内容

10 BCSの運営方法
11 PVの村人への研修

モニタリング1

据付時の状況

サンプル世帯

1 選択したシステム
2 バッテリーのサイズ
3 バッテリーの個数
4 初期投資費用をどの
ように工面したか？

5 初期投資費用は
高いか？

6 インフレ調整は
受入れられるか？

7 どんな電化製品を
持っているか？

8 電化製品を買う
予定はあるか？

9 システムに満足
しているか？
不満ならどの
システムがよいか？

10 その他

モニタリング2と3

生活状況の変化（3カ月後と6カ月後）

サンプル世帯

1 システムは良く動いているか？
2 システムの取り扱いは容易か？
3 蒸留水を誰がチェックしているか？
4 村落電化委員会に何を期待しているか？
5 システムに満足しているか？
6 他のバッテリーを充電しているか？
7 月々の支払はスケジュール通りか？
8 月額料金は高いか？
9 生活費は増加したか？

10 収入は増加したか？
11 生活費を削減したか？
12 新しい電化製品を購入したか？
13 まだケロシンを使っているか？
14 PVとケロシンはどちらが良いか？

14.1 PVの良い点は何か？
14.2 ケロシンの良い点は何か？
14.3 SHSとBCSのどちらが良いか？

その理由は？
14.4 BCSと町の充電屋とどちらが良いか？

その理由は？

BCS: battery charging station （バッテリー充電ステーション）
太陽光パネルを設置しているステーションに世帯ごとにバッテリーを運び充電する方式。

出所：プロアクトインターナショナル株式会社／四国総合研究所（2001）「ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画調査最
終報告書」

表C-4 インパクト調査項目

調査
項目

村長に対する村落状況調査

1 システムの稼働状況
2 システムの満足度
3 電化製品の所有状況
4 電化製品の使用状況
5 電化製品の購入状況
6 システムにより生活向上した点
7 収入の変化
8 システムにより生活が悪化した点
9 生活費の変化

10 ケロシンの使用状況
11 他のバッテリーの充電
12 よその家のバッテリーの充電
13 生活の向上
14 システムのチェック状況
15 パネルの掃除
16 バッテリー液の充填
17 システム維持管理に重要な点
18 電化委員会の定期点検状況
19 電化委員会に期待する事項
20 所得
21 収入源

世帯に対する村民状況調査

1 メンバー
2 バッテリーの所有状況
3 BCSでの充電状況
4 BCS以外での充電状況
5 BCSを利用しない理由
6 電化製品の所有状況
7 他の電化製品の購入状況
8 他の電化製品の使用状況
9 システムの満足状況

10 システムにより生活向上した点
11 収入の変化
12 システムにより生活が悪化した点
13 生活費の変化
14 ケロシンの使用状況
15 生活の向上
16 所得
17 収入源

出所：プロアクトインターナショナル株式会社／四国総合研究所（2001）「ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画調査最
終報告書」



住民が参加するワークショップには準備が重要である。本調査では、ワークショップ

開催の前にインタビュー調査を行い、村落住民と信頼関係を構築することにつとめた。

ワークショップの進行は日本人コンサルタントがモデレーターをつとめ、ラオス人副モ

デレーターが通訳したり、説明の中心をラオス人副モデレーターに任せたりした。住民

は意見を述べたり、コメントのカードを記入したり、それらを用いた分析、討議をした

りという形で参加した。しかしそれでも、多くの住民が長老格に従うという態度が目

立っていたという。標準的なプログラムは以下のとおりである。

PCMワークショップの概要
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表C-5 標準的なPCMワークショップのプログラム

第1日目
第2日目
第3日目
第4日目
第5日目

午　前

現地入り、村代表者との会合
1. 自己紹介
3. 問題分析
5. 技術的課題の討議
7. ログフレームの作成

午　後

会場視察、機材準備
2. 参加者分析
4. 目的分析
6. 財政的課題の討議（コスト負担と同意）
まとめ

出所：プロアクトインターナショナル株式会社／四国総合研究所（1999a）「ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画調査
プログレスレポート I」

1) 自己紹介／参加者分析ではカード記入と発表形式の自己紹介により、ワークショップ
の作業手順と雰囲気に慣れてもらい、参加者分析において、今回の電化に関係する組

織や人々についての分析を通してプロジェクトを取り巻く環境への理解を深めた。

2) 問題分析／目的分析では、電化を含めて何が問題かを話し合い、それらの因果関係
を問題系図にし、次にそれらを用いて、どう解決されるのかという発想から目的系図

を作成した。

3) 技術的説明／コスト説明および質疑応答･討議では設備の技術的説明により、村民の
PVシステムへの疑問点をできるだけ解消し、電化へのモチベーションを高めて、実
際の負担額と支払方法（月額か充電毎か）などをめぐり討議した。

4) 負担コストについての討議･合意、ワークショップのまとめでは、各村の事情により
差異はあるが、負担コストと支払方法についておよその合意を形成し、希望者数を

確認し、最後にワークショップのまとめとしてPDMを作成した。



副モデレーターをつとめたラオス人はC/PであるMIH（Ministry of Industry and
Handicrafts）のスタッフでGTZの中小企業振興プロジェクトも経験しており、モデ
レーターの経験を積んでいた。毎回のワークショップでは反省点を記録し、調査団に

フィードバックしている。内気な住民が自己紹介をしたり、カードを書いたり、問題系

図を作ることはハードルが高すぎること、村長やリーダーなどが意見を牛耳っているこ

となどを指摘し、グループディスカッションの有効性について懸念を示した。問題系図

やPDMが作成できない村もあり、PCM手法をかなりシンプルにして活用しないと住
民の本質的な参画は難しいことが明らかになった。

しかし村によって差はあるものの、こうしたワークショップを通じ、村落が長老格を

中心に比較的まとまり、問題点やなすべきことが把握された上、村としての取り組みが

必要なことが認識され、電化委員会設立などの共同活動にむけて積極的な取り組みが行

われた。

調査団にとってはこのワークショップにより、電化委員会の機能について、住民が自

主的にどの程度の作業を実施できるのか、機能、組織、財政面の能力についてまとめる

ための情報を得ることができた。住民の職業観や収入源などを把握するためのヒントを

得て、詳細な社会調査に備えることもできた。PVリース費用の基準額を決めるために
も、ワークショップ形式は有効であった。技術面の困難も予想されたため、調査団はト

レーニング内容を簡易化することにもつとめ、電気を米にたとえたトレーニング教材な

どを作成した。

個別のインタビュー調査は、生計の状況や支払能力についての概要をつかむのに適し

た方法であるが、頭金や、毎月の支払いについてどのようにしたらよいのかなど、問題

を分析しながら、より適切な方法を考える、という作業はワークショップで話し合いな

がら、考えをまとめていくことがふさわしいということも認識された。特に初期投資費

用、頭金をどのように工面するかについて、住民の多くは月々の返済額を減らして、一

括の頭金を増やす方を好んでいることが分かった。

農閑期に開催したワークショップでは、物珍しさも手伝って村民の 7、8割にあたる
100名以上が参加することもあったが、広くさまざまな意見を聴取できる反面、進行が
困難で、意見をまとめるのが難しいなどの反省点もあった。ある村ではスケジュール上

どうしても農繁期にワークショップを実施せざるを得ない状況になったが、4日のプロ
グラムを 3日に短縮して実施するなどの工夫をした。
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（1）住民との信頼構築を通じた、新技術（PV）受容度と支払能力の確認

プロジェクト実施直後に行ったベースライン調査では、以前から対象村落では自動車

用バッテリーの利用率が高いことが判明するとともに、支払能力についても事前調査時

の予測よりも多くを支払う意志があることが確認できた。いくら電気に支払うかという

経済力を直接問う微妙な質問に対しても、調査団の数度にわたる調査のための訪問と

PVのデモンストレーションによって信頼感が増したとともに、割高な現在のバッテリー
充電料金とPVという新しい代替のエネルギー源の便益について、ワークショップを通
じて十分に理解されたため、率直に答えが得られたものと理解できる。このように社会

調査の実施を通じて、住民側にもPV技術導入の負担を受け入れる素地ができたのであ
る。当初懸念されていた初期費用の負担についても、貯金の実績は僅かながらも、家畜

の売却による捻出が可能な世帯がかなり存在することが明らかとなり、電化事業への申

し込みは順調に増加した。

（2）参加型ワークショップを通じた村民による維持管理システムの構築

各村で 4、5 日間かけて PCM ワーク

ショップを実施したことで、問題点となす

べきことの把握だけでなく、村長以下の住

民が集団による作業を苦とせず、村として

の取り組みの必要性を認識し、活動に積極

的になった。新技術を導入するうえでの便

益とその負担、特に維持管理の重要性につ

いての理解が深まり、村の電化委員会とい

う維持管理組織の設立を促した。夜間勉強

しやすくなったという便益が評価の第 1項
目として確認されている他に、女性の機織が重要な収入源となっている地域では電化の

経済的便益がより高く評価されている。村落電化委員会は村内の別の事業の運営を経験

しているような有力者が運営を担うケースが多く、支払不備、管理の不透明性などの問

題はほとんど起きていない。

（3）ワークショップを通じた住民による問題解決能力の向上

計画時のみならず、モニタリング、インパクト調査においても、住民の意見を集約し、

問題を分析するためのワークショップを実施し、頻繁に起こる問題とその対応策、住民

の評価が高かった項目などを分析し、住民自身による問題の解決能力を高め、維持管理

能力の強化につながった。

33 プロジェクトに与えた社会調査の効果

モジュール C-1 ラオス再生可能エネルギー利用地方電化計画調査
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ワークショップ形式で太陽光発電を説明
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（4）C/Pが社会調査をベースにした政策立案を理解

本プロジェクトでは、調査団とC/Pが協働で社会調査を実施し、その後の維持管理
制度に重要な住民との契約書作り、維持管理マニュアルの作成にもC/Pが積極的に参
加し、事業の実施体制強化にもつながった。C/Pは留学帰りで優秀であったが当初地方
の実態をあまり知らず、月額バッテリー充電料金の検討においても、予備調査で提示し

た金額（$ 0.3）でも支払えないと認識していた。しかし社会調査を通じ、家畜などが貯
蓄の役割を果たしており、その3倍以上も支払う潜在的な経済力があることが明らかと
なり、C/P自身が驚き、認識を新たにした。より持続性のある維持管理制度を構築する
ためにも、社会調査が有効であることも理解された。担当者がエンジニアであっても的

確な政策実施のために社会調査を協働で行うことの意義は大きいといえる。



（1）C/Pの能力に適した調査設計 ～家計調査はなるべく簡潔に～

世帯の支払能力を把握するため、家計調査は欠かせないコンポーネントである。が、

なるべく多くの調査サンプルを得るため、1調査者につき、1日 10戸を回ることを目標
にした。そのため、まず調査票を 2枚と限定した。調査方法についてはマニュアルを書
いて説明するより、調査団に通訳者とC/Pが同行し、調査を実施しながら調査票を充
実させる（簡略化して使いやすくする）という方法をとった。将来C/Pが自ら調査をす
ることを想定し、分析できないような項目はなるべく省くことが重要であると考えるな

ど、社会調査のために調査項目を増やすのではなく、調査方法を極力簡略化する方針で

実施した。

（2）C/Pと協働で実施する社会調査の利点

C/Pと調査団の農村社会調査担当が現地の村落を回って調査することが重要と考え、
ローカルコンサルタントへ委託せず、通訳費を確保し、大卒や大学生の若くてまだ調査

経験の浅い人材を集めて直接社会調査を実施した。個別の通訳を雇用する方法は、相当

額のフィーを出してローカルコンサルタントに一任して人材確保を委任するよりも、募

集、個別の雇用人契約と稼動管理が必要になり、調査団には負担になる。しかし本プロ

ジェクトでは、ポテンシャルの高い人材が集まり、仕事を通じて調査者としての仕事が

できるまでに育ったケースもあるなど、人材育成にも貢献した。ローカルコンサルタン

トはフィーが高額すぎて、C/Pの給与水準を考えるとC/Pとともに現場で調査する際に
人間関係が複雑になることがある。また、調査して得た数値がおかしいと思ってもその

場で検討できないなどの問題があると考えたため、通訳を雇用し、直接調査する方法を

採ったのである。調査地が遠隔地である、対象地域が多い、C/P機関の人員が少なすぎ
て対応できない、など、状況によってはローカルコンサルタントに頼まざるを得ない状

況もあるだろう。しかしよりきめ細かく維持管理体制の構築を支援するためには、C/P、
調査団がともにアクセスしやすい地域を選び、何度も足を運び、情報を集め、信頼関係

を構築するという方法は有効である。ローカルコンサルタントに委託せず、実際にC/P
が調査票の設計や集計作業にかかわることで、C/P自身の能力強化に結びつくというメ
リットもある。とはいえC/Pであれば、無条件に参画をいとわないわけでない。C/Pが
調査に参画しやすくするための環境作りが求められる。

（3）住民が調査に参加しやすいよう調査法に工夫

～フルスケールの調査法が必ずしも適切とは限らない～

住民集会を通じたPVシステムの説明、コンセンサス作りにPCM手法によるワーク
ショップを実施することが望ましいという業務指示を踏まえ、本プロジェクトでは各村

で 4、5日間かけてPCMワークショップが実施された。長い時間をかけることにより、
技術を提供する外部者と村民との信頼熟成に役立った面は確かにある。しかし農繁期な

44 社会調査実施上の教訓、留意点

モジュール C-1 ラオス再生可能エネルギー利用地方電化計画調査
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どの村の状況を考えると、果たして適切な拘束時間内だったのか、という反省は残る。

C/Pはその後、PCM手法のポイントをつかみ、1日でシステムの説明、コンセンサス
作りをするワークショップを自ら実施しているのである。

（4）C/Pが関与しやすいようにパイロットプロジェクトを選定

PV電化システムの需要が高いのは、送電線が伸びる確率が低い、首都近郊よりむし
ろ遠く離れた遠隔地である。しかし本プロジェクトでは、当初から維持管理体制の構築

に重点を置いたため、首都と隣接する県にある、いずれも5時間以内で首都からアクセ
スできる村落をパイロット対象に選定した。C/Pは調査団に同行して頻繁に現場に通
い、PV機器の設置のみならず、社会調査にも一通り参画し、その重要性、エッセンス
を学ぶことができた。C/Pが学んだことは、他地域でのPV事業実施にも活かされてい
ることがその後のフォローアップ調査や世銀の類似案件で確認されている。断片的で中

途半端な参画ではなく、C/Pが事業に必要な流れを確認できるような方法を工夫するこ
とは、事業成果の定着･普及という観点からも重要である。その後、C/Pは自らより需
要の高い遠隔地の未電化村にも、システムの導入を図っている。

1999年に設置したBCSは送電線の延伸により電化されたため、2003年、C/Pが自主
的に移設した。用地の確保の手続きや新たな住民への説明も実施されたと見られる。充電

ステーションの作りも簡素な小屋であり、移設のコストも最小限にとどめることができた。

パイロット地域に設置された太陽光バッテリー充電ステーション（BCS）

調査団による住民集会での説明 維持管理手法トレーニング
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11 プロジェクトの概要と特徴

モジュールC-2
セネガル安全な水とコミュニティ活動支援計画

持続的な水利用のために住民による水利用管理委員会の設立と運営のためにはジェ

ンダー配慮が必要であるという観点から、ベースライン調査からインパクト評価ま

でジェンダー配慮がなされた事例である。社会･ジェンダー分析を通じて現在の社

会構造がどのようになっているかを明らかにし、分析過程において住民および行政

官の意識を引き起こし、水利用管理委員会への女性の参加を促進するにつながっ

た好例である。

セネガルにおける地方給水の持続的な水利用体

制の確立を上位目標とし、行政･住民･民間業者の

連携による最低 20カ所での給水施設維持管理シス
テムの構築、水管理委員会の運営、保健衛生教育

などへの支援を行うと同時に、2カ所の実証サイト
で収入向上プログラムを実施した。活動には、適正

な水管理委員会の運営システムの構築のために他

ドナーが先行して普及を図っている ASUFOR
（Association des Usagers de Forages）という利
用者による水管理組合の維持管理手法を用いることを基本とした。この維持管理手法は

民主的な委員選出と全住民に対する給水事業運営にかかわる情報公開、従量制料金の

採用、透明性のある会計管理、民間業者の採用による迅速な維持管理サポートを特徴と

する。本プロジェクトは法人委託型技術協力プロジェクト案件であり、案件実施途中か

ら在外主管案件に移行した。
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表C-6 プロジェクト概要

協力期間

C/P機関

調査対象地域

プロジェクト投入実績

専門家の投入

研修

2003年1月～2006年1月

農業･水利省　維持管理局（DEM）、維持管理本部（全国3カ所）、地方支所および
維持管理センター（15カ所）

無償資金協力により建設された109サイトのうち3グループに分かれた20数サイ
ト。調査地域は対象サイト位置図のとおり。

機材供与6,485万円、現地活動費5,340万円（広報活動費を含む）、施設整備費
5,723万円
セネガル政府側：C/P12名程度、地方支所15州9名程度の配置

当初予定されていた5ポスト（総括：啓蒙普及、給水施設、水資源、住民組織化、
村落開発）を、村落開発1（営農）、村落開発2（放牧蓄）、啓蒙普及2、社会･ジェ
ンダー配慮（毎年約50日の参画）の4ポストに分割。 116.6 MM

C/P研修の主要内容－啓蒙普及、給水施設、水資源、社会･ジェンダー配慮、住民
組織化。8名参加

出所：日本テクノ株式会社／株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション（2006）「PEPTAC 安全な水とコミュニティ活
動支援計画　ファイナル･レポート」、JICA地球環境部「特記仕様書」

Groupe - 2

Groupe - 1

Groupe - 3

出所：日本テクノ株式会社／株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション（2006）「PEPTAC 安全な水とコミュニティ活
動支援計画　ファイナル･レポート」

図C-2 対象サイト位置図



（1）基礎調査実施における社会調査

プロジェクト開始約 2年前の2001年 3月から4月にかけて基礎調査「セネガル共和
国水利用･生活環境改善のためのコミュニティ活動支援計画基礎調査」としてローカル

コンサルタントを利用し、簡易農村調査を実施した。目的は過去に無償資金協力で建設

された 109の給水施設の維持管理体制の構築の重要性に関してレビューし、優先度の
高い支援活動を明確にすることであった。また、維持管理状況の改善が難しいと思われ

るサイトを除き、技術支援、組織制度支援を実施することで、維持管理が改善する可能

性のあるサイトをプロジェクト支援対象候補として選定するために調査を実施した。

また、基礎調査時には給水の現状と住民生活の状況、想定される維持管理強化活動

の効果を明確にするため、代表的な 10サイトについて訪問調査という形で参加型農村
調査も実施している。具体的にはフォーカス･グループに水問題を評価するための議論

をしてもらい、現状の水管理体制の制約や訓練のニーズを把握した。ここでは、定額制

という料金システムの弊害や、水管理委員会の会計能力の不備についての問題点が指摘

されているほか、女性の役割が副次的で情報の開示に問題があるなど、透明性に欠ける

運営について改善の必要性が提言されている。同時にほかのドナーの給水セクターへの

取り組み、対象地域のNGOの支援活動の把握につとめ、潜在的なパートナーや参考と
なる先行事例を調査している。

（2）プロジェクト業務指示書

業務指示書には各村落における水管理委員会の現状調査として対象村落における住民

の生活現状調査、保健･衛生に関する調査を実施し、村落活動用視覚教材の作成、世帯

収入向上プロジェクトに関する評価結果の報告業務が明示されている。また、普及活動

の継続、モニタリング、評価活動の実施を支援するものとして社会調査の実施が指示さ

れている。指示書ではプロジェクト期間が全体 3年間、127MMで5ポスト（総括：啓
蒙普及、給水施設、水資源、住民組織化、村落開発）としていた。事前評価調査の結

果やセネガルに関して豊富な知見を有する日本人コンサルタントによってジェンダー配

慮の活動が重要課題でることが判明し、村落開発担当を村落開発 1（営農）、村落開発
2（放牧蓄）、啓蒙普及 2、社会･ジェンダー配慮（毎年約 50日の参画）の4ポストに分
割することが最終的に決定された。この決定は維持管理体制強化とその中でのジェン

ダー配慮を意識し、具体的な生産活動の実施に重点を置いた配分にした結果である。

22 プロジェクト全体における社会調査の位置付け

モジュール C-2 セネガル安全な水とコミュニティ活動支援計画
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（3）各フェーズでの社会調査の実施

本プロジェクトは3フェーズに分けられている。フェーズ Iとしての普及体制構築期、
フェーズ IIとしての普及期（啓蒙普及体制の確立や対象サイトにASUFORの普及）、
そしてフェーズ IIIとしての評価期である。普及体制構築期には、ローカルコンサルタ
ントが専門家とC/Pの指導･監理の下、今後の成果の達成状況を図る基礎となる情報を
集める目的として、PRAを活用したベースライン調査を実施した。普及期、活動の評
価期には質問表とフォーカス･グループ･ディスカッションを用いたモニタリング、イン

パクト調査が実施された。また、活動の評価期は専門家とC/P単独でジェンダー配慮
のインパクト調査を実施した。

社会調査の全体スケジュール（図C-3）、ベースライン調査実施内容（表C-7）とベー
スライン調査のスケジュール（表C-8）、モニタリングとインパクト評価項目（表C-9）
は以下に示すとおりである。（ジェンダーモニタリング･インパクト調査に関しては、添

付資料 1参照。）

CD-20

出所：日本テクノ株式会社／株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション（2006）「PEPTAC 安全な水とコミュニティ活
動支援計画　ファイナル･レポート」

図C-3 社会調査のスケジュール
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表C-7 社会･ジェンダー調査分析手法（ベースライン）

全プロジェクトサイト：社会ジェンダー分析→1. アクセスとコントロール分析、2. 活動プロファイル、3. 生活
時間帯調査、4. 水管理への参加意識調査、5. PRAによるニーズ調査（開発全体に係
るニーズと水の有効利用を目的とする活動に係る男女別のグループディスカッション）

生産活動多様化実施対象サイト：上記1 - 5に、6. 社会ネットワーク図（ベン図）、7. 季節カレンダーの調査を
追加。

表C-8 生産活動多様化実証サイト（2カ所）での社会ジェンダー分析（ベースライン）調査日程概略

日

Day
1～2

Day 3

Day 4

Day 5

備　考

男女双方の違いを
把握

社会ジェンダー分析

社会ジェンダー分析

社会ジェンダー分析

水管理委員会
活動状況調査

社会ジェンダー分析

＊女性組織が存在するところは適宜途中で女性組織へのインタビューを組み入れた。

出所：日本テクノ株式会社／株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション（2006）「PEPTAC 安全な水とコミュニティ活
動支援計画　ファイナル･レポート」

目　的

1日の生活時間帯の把握
水管理委員会活動や本プロジェクト活動への参加の
アクセスを確保。

社会経済状況の年間変動の把握
生産活動の繁忙期、支出･収入、健康状態（疾病状
況）などの年間の変動を把握。

住民のニーズ調査（1）
ニーズ調査とプログラムの優先順位付け

地域社会状況の把握
内外のステークホルダーの位置付けを円の直径、線
の太さ、長さで象徴し、図に落とす。

議論：安全な水とは？（仮題）
水を中心課題とする開発課題について過去の経験や
将来のビジョンについて議論。

日常の生産活動や地域社会活動に関する男女の役割
分担を把握

上記活動に必要な資源や活動の便益へのアクセスと
コントロールの違いの把握

水管理委員会活動に関する男女別参加状況の把握

方法（適用ツール）

生活時間帯調査
（最低男女別サンプル）

季節カレンダー（男女別）

プライオリティランキング
（男女別）

ベン図（男女別）

フォーカス･グループ･
ディスカッション
（住民代表8～12名）

活動プロファイル（男女別）

アクセスとコントロール
分析（男女別）

水管理委員会への
インタビュー

質問表による聞き取り調査
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表C-9 ジェンダーモニタリング･インパクト評価調査項目

調査項目

（1）水利用者管理組合
（ASUFOR）活動
への参加状況

（2）情報開示･透明性の
確保

（3）地域社会への
インパクト

（4）ASUFOR理事会
メンバーへの
インパクト

設問内容

□選定されたASUFORメンバーの定期的会合への参加状況
□選定されたメンバーの参加と参加阻害要因の有無

□情報へのアクセス（の変化）
□ASUFOR組織化前後の男女別参加（意思決定過程への参加を含
む参加レベルの差異）

□コミュニティへのインパクト男性に与えたインパクト（ジェンダー
に対する意識変化）民族間の関係の変化

□ASUFORに関連した諸活動への参加を通じて得られたメンバー
個人へのインパクト（技術･知識の習得､自信の獲得､発言の機会
増､負担増など）

出所：日本テクノ株式会社／株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション（2006）「PEPTAC 安全な水とコミュニティ活
動支援計画　ファイナル･レポート」

調査方法

■質問表
■フォーカス･
グループ･
ディスカッ
ション

インパクト評価としてASUFORに参加している男女の参加状況に関して調査がなさ
れたが、以下の要件を満たすサイトが調査対象地域として選ばれた。

● 旧水管理委員会からASUFORに業務が移管されていること。
● メーター利用による従量制による料金徴収が開始されていること。
● ASUFOR事務局や理事会が会計収支報告や施設利用に係る諸事項を協議･決定
するため定期的に会合を開催するなどASUFORとして実質的な活動が展開され
ていること。

このように要件を設定した理由としては、ASUFORへの男女の参加状況を調査する際
にはまず参加しているASUFORという利用者による水管理組合が円滑に運営されてい
ることが必要不可欠であり、従量制による料金徴収が実際に開始され、定期的な会合を

開催するなど選出されたメンバーが参画する機会を得ている必要があった。



ジェンダー配慮に関しては、ジェンダー配慮の視点をプロジェクトに導入する際に

C/P機関に明確なビジョンや具体的な活動経験がなかったことから、全体の活動スケ
ジュールと、各段階で実施すべきジェンダーアプローチや望まれる効果をまとめた以下

のようなチャートを作成した。この内容は後述する「社会ジェンダー配慮ガイド」の中

で説明されている。

33 社会調査結果の活用、実施の効果
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各段階の調査の活用や効果は以下のようにまとめられる。

（1）ベースライン調査結果よりジェンダー配慮方針の策定

一般的な傾向として女性の方が多くの家事労働（再生産活動）と生産活動の両面にか

かわり、労働時間が男性より長く過重である傾向があることが確認された。資源のコン

トロールについても男性優位の現況にあり、維持管理活動のようなコミュニティ活動へ

の参加について、女性は家事育児を行い余裕がある場合でないと、男性が参加を許可し

ない傾向にあることも判明した。一方で女性の方が水へのアクセス、水料金の高さに不

満を持ち、水管理に何らかの形で参加したいという意思があるサイトもあることが判明

した。また調査によって、維持管理委員会の活動に参加可能な時間帯は午後遅い時間で

あることも判明した。つまり、男性への意識啓発や会合の時間設定などの工夫を行え

ば、女性の参加の可能性が示唆された。このようにベースライン調査によって現状把握

がなされ、女性の維持管理委員会への参加のアクセスを確保し、量的な成果（女性メン

バーの数、会合への参加情況など）を確保するため、あらゆるレベルでの関係者（郡長、

村長などの地域の有力者、住民全体）に対して女性参加促進の意義について啓発活動を

行っていくことをジェンダー配慮方針として定めることができた。

（2）ジェンダー配慮活動の導入、モニタリングと評価による活動効果の確認

ベースライン調査の結果からジェンダー配慮の重要性について理解の深まったC/Pと
ともに対象地域の関係者と話し合いを重ね、旧水管理組合からASUFORという従量
制料金システムを基本とした利用者中心の水管理組合をC/Pと共に作り、徐々に責任
を移管するように働きかけた。その後、ASUFORに責任を移管されたサイトからモニ
タリングと評価活動をC/Pと共に開始した。関係者との半構造的インタビュー、フォー
カス･グループ･ディスカッションやサンプル世帯への聞き取り調査を実施し、水管理委

員会への女性の参加の促進、ジェンダーの差異から水管委理員会への参加を阻害してい

る要因、女性の参加により委員会運営の透明性が高まったなど女性の参加の効果が確認

された。またベースライン、モニタリング調査を実施した時点で男女の参加がアンバラ

ンスと思われたサイトはジェンダー重点サイトとして、3年次･4年次にフォローをする
など時間配分を考慮しながら活動した。ジェンダー配慮が比較的うまくいったサイトで

は情報開示が進み、その結果、水管理委員会運営維持管理に対する信頼度が高まり、住

民の節水意識が高まったという意見が聴取できた。

ジェンダー配慮活動の導入として水管理委員会への女性の参加の促進がなされたが、

コミュニティ活動など家の外での活動は男性が担うというイスラム社会の習慣に基づく

考えから、女性は家の中での活動が中心であり、水管理委員会への参画も当初は困難で

あった。しかし、ASUFOR啓蒙普及時に女性の参加を促進した結果、表C-10に示す
とおり、プロジェクト実施後、全 24サイトで男女双方が参加する組織となった。また、
特に女性が理事会などへの「常時参加」の回答数が少なかったサイトについては、女性

に十分に情報が届いていないことに加え、当初は参加していた女性メンバーが男性の影
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響力が強く意見を表明しづらい雰囲気ととらえていたことが判明した。家事労働を参画

の阻害要因とする回答もあったが、女性の参画が活発なサイトでは会合に合わせて家事

を調整しているメンバーもいることが分かり、モニタリング活動を通じて女性の参画促

進を図り、徐々に効果が発現しつつある。また、ASUFORは周辺の村落からの理事会
への参加も促したので、幅広い利用者が運営維持管理にかかわることを可能にした。

ASUFORという新しい維持管理の体制によって、①男女間の関係、②村落間の交流
（中心村落と周辺集落、中心村落内、周辺集落同士など）、③異なる民族同士の関係な

どコミュニティレベルでの交流関係に正の効果をもたらしていることがモニタリングと

評価を通じて確認された。

ジェンダー配慮をすることによって数量的に組合の収益などが改善したということを

確認するには至っていないが、長期的なモニタリングによっては運営の透明性の確保や

情報の開示の促進など、質的な変化を数量的にも確認できる可能性をつかむことができ

たといえるであろう。

メンバーによる旧水管理委員会と現在のASUFOR委員会の男女構成比を、紙で視覚化。
女性参加の増加を確認し、そのインパクトについて話し合った。一番右の女性がC/P

表C-10 ASUFOR移行前と後の委員会の男女構成数

プロジェクト開始前 プロジェクト開始後

女性メンバー数 サイト数 女性メンバー数 サイト数

2名 2 1名 1

4名 1 2名 4

0名 21 3名 9

－ － 4名 7

－ － 5名 3

合計 24 合計 24

出所：日本テクノ株式会社／株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション（2006）
「PEPTAC 安全な水とコミュニティ活動支援計画　ファイナル･レポート」
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（3）C/P機関、地方出先機関も含めた能力強化

C/P機関は農業･水利省維持管理局であり、スタッフはエンジニアが中心だったが、
啓蒙普及担当の女性スタッフが社会開発全般に関して勉強（首都の社会科学専門学校

の地方開発コース）しており、PRAなどの社会調査の基礎知識があることがプロジェ
クト開始後判明した。同スタッフがジェンダー配慮にも関心があることを確認し、兼務

でジェンダー配慮を担当することとなった。ベースライン、モニタリング、インパクト

調査では必要に応じて調査のデザインを修正して行い、当初ローカルコンサルタント主

導で実施した社会調査（社会ジェンダー分析調査）は、ジェンダー配慮担当C/Pが徐々
に社会ジェンダー分析調査の中心的役割となっていった。地方の管轄維持管理センター

職員も調査に参加し、聞き取り調査、フォーカス･グループ･ディスカッションを直接

ファシリテートする訓練を実地でうけ、現状の問題点の認識や住民とディスカッション

をする機会を得た。また、プロジェクトは各対象サイトでの活動に先立ち、地方行政関

係者や対象村落の既存水管理委員会（ASUFOR普及前の委員会）代表者などを対象
にして地方セミナーを開催し、彼ら／彼女らは住民参加型の水管理委員会維持管理方法

について学んだ。併せて、実際に担当地域でどう実施するかについては、中央からC/P、
専門家が訪問し、協働で調査をすることによって一層、地方行政関係者や対象村落の既

存水管理委員会メンバーの理解が促進された。

ジェンダー配慮担当C/Pは、ジェンダーに係るインパクト調査について第 3年次、4
年次には調査レポートを自ら作成している。そのレポートには、ある女性の参画が低い

サイトで参加型評価を実施していた時、住民の女性から運営への主体的参加でない発言

があった。その際に、家事労働で忙しいのは皆同じであると説き、他のサイトでの活発

な活動を紹介し、無償資金で提供された給水施設の運営維持管理活動に自ら参加できな

いのはおかしいと切々と住民を説得したことが報告されている。その後、そのサイトの

女性の活動参画状況が改善されたことが女性のミーティング参加記録簿で確認されたこ

とから、参加型評価の活動の効果を確認できた。同時に自らが、地方の職員とともに

ジェンダー配慮の仕事を実施できることを示したのである。

C/Pは本プロジェクトを通じ、受益者、特に農村部女性とじっくり話すことにより
ジェンダー配慮が低いサイトについてはフォローの必要性を学んでおり、積極的に地方

（州）出先機関職員にインタビュー手法やジェンダー配慮について指導するようになっ

た。つまり、C/Pは啓蒙普及上でのジェンダー配慮の重要点を理解し、その後の活動に
活かされると予見される。
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（1）まず先行事例を学ぶー事前の他機関の関連プロジェクトの情報分析

基礎調査は過去に無償資金協力で建設された給水施設のサイトをレビューして優先す

べきサイト選定に貢献するのが主目的であった。現地サイトを回って地区長、NGOや
他のドナーの関係者からさまざまな情報を入手している。特に実施運営管理の問題点や

支援ニーズを暫定的にまとめたことは、その後の活動のデザイン作成に大きく寄与して

いる。また他ドナーが既に実施していた給水案件ではどのような活動をしているかにつ

いても、ベルギーやフランス、UNICEFなどさまざまなドナーの実施例をまとめてい
る。水管理運営体制の問題点、関連する他のドナーやNGOの活動についても早期に明
確化されており、当初計画活動内容に明確に含まれていなかったジェンダー配慮の活動

が投入されることになった。事前の社会調査や関連する先行事例を学び、他の機関やド

ナーとも連携を強めていくことになったのである。

（2）マニュアル、ガイドラインなどの作成による知識の定着化

ベースライン調査を実施しながら、「社会ジェンダー配慮ガイドライン」をC/Pと協
働でドラフトを作成した。そのドラフトは維持管理センター職員を対象に住民組織化／

啓蒙普及に係るトレーニングの際のジェンダーの講義で活用された。C/Pと協働で実施
したインパクト評価活動を経て、内容は改善されつつある。プロジェクト期間中に他の

ドナーが支援している地域と共通に使えるASUFOR組織化･住民意識啓発のための
「標準マニュアル」を他ドナーとも協調して策定することになった際、他のドナーには

整理されたジェンダー配慮のガイドラインが存在していなかったため、本プロジェクト

で作成されたガイドラインがマニュアルキットの 1部として正式に加えられた。これは
水管理委員会の活動への量･質両面から女性の「参加」を確保することを目的としてい

る。社会ジェンダー配慮の視点から、「ジェンダー配慮の意義」「参加の確保」「メンバー

選出」「参加の質の向上（発言、意思決定過程への参加）」などを州のC/Pの出先機関
が理解できるようにフローチャートなどを活用し、簡潔にまとめたものである。一過性

の社会調査に終わらず、調査の結果が活かされたマニュアルが作成されたことで、関係

者の知識の定着が図られている。
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日常生活における水と女性のかかわりは大きく、啓蒙普及活動の成否の上で重要なポイントとなるため、
ジェンダー配慮事項のガイドラインをまとめた(右写真)。プロジェクト終了以降もC/P側で女性の参画を推進するための

指針となるガイドラインを作成中である。また紙芝居による啓蒙活動も実施した(左写真)。

（3）専門家とC/Pの協働作業を可能にする時間的配分の必要性

活動対象地域 20カ所あまりは地域別に３グループに分けられる。各グループ間の移
動距離は 300キロメートル以上を超え、移動のための時間制約が多く、社会調査のモ
ニタリングをすべての対象地域で十分に実施することには困難があった。サイト別に訪

問できる日数が限られている一方、維持管理体制確立およびジェンダー配慮のために複

数の地域で現地調査を続けることが必要であった。したがって、質問表の検討やローカ

ルコンサルタントから提出された調査票結果のチェックなどをC/Pと専門家が協働で実
施する時間をとることは困難であった。この経験から、限られた地域での調査期間を長

くとりつつ、指導を十分行った方が効果的ではないかという反省もある。しかし、本調

査の実施を前述のとおりに行った理由としては、少ない対象地域で非常に高いレベルの

維持管理体制の構築を目指すより、アウトプットは50点程度にとどまってもよいから、
より多くのサイトでボトムアップを図ることをプロジェクト全体の方針としていたから

である。C/Pが社会調査に最初から参加し、ジェンダー配慮活動、モニタリング活動を
自ら中心となって実施し、100点に近いアウトプットを出すサイトが少しでもあれば、
それが核となる経験となり、さらに他の地域に自力で影響を与える可能性もあったとも

考えられる。

セミナーでの発表はC/Pが行うことが基本であり、そのような過程で調査実施のオー
ナーシップは熟成された。しかし、ジェンダー専門家は年間 50日の現地活動期間中、
サイトでの調査に加えてモニタリングシステム構築とPDM改訂のためのワークショッ
プのファシリテーター、半期に1回の開発調査と同形態のレポートと専門家のレポート
作成が課せられていた。ジェンダー専門家はこのように多忙であったことから、調査実

施の過程、結果の分析などにおいてC/Pとの協働作業が十分とれなかったと感じてい
る。このことから、多くの対象地域で活動することも重要であるが、地域のバランスを

考慮し、対象地域を限定し、調査準備、調査の初期段階から、結果分析、活動指針へ

の反映までの一巡した活動をC/Pが日本人専門家と経験することで、プロジェクト後、
自らが活動するための指針を立てやすくなると考えられる。
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（4）数量的な指標の導入の重要性

女性の水利用者管理委員会への参画が情報

の開示や透明性の向上という質的な効果につ

ながることが、グループ･ディスカッションに

よるモニタリングによって確認された。しか

しながら、さらなるジェンダー配慮の貢献を

測るためには、女性の参加の多いサイトと少

ないサイトを節水の向上や料金徴収率の向上

といった指標を用いて比較するなどして相関

関係を分析することが望ましい。

ジェンダー配慮のメリットや貢献が水利用収益の改善などで定量的に把握できれば、

地方を支援している行政機関や村落のリーダーたちもより積極的に女性を登用すること

になる可能性がある。例えば、女性が理事会メンバーに参加することによって従量制に

変更した料金徴収の方法が女性グループによりうまく伝わるだけでなく、実際に水使用

量を節約する人が増えたことがデータで確認できれば受益する村落全体のメリットにな

る。プロジェクト期間は1～ 3年と限定されるため、数量的な効果を測るためには継続
的なモニタリング活動がキーである。そのモニタリング能力がC/Pに形成されることが
重要であることも活動を通じて明確にされた。
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添付資料3 インパクト調査（フォーカス･グループ･
ディスカッションの議論内容）
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添付資料4 「セネガル国 安全な水とコミュニティ
活動支援計画」ベースライン調査に関る仕様書
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添付資料5 「セネガル国 安全な水とコミュニティ
活動支援計画」インパクト調査（G3）に関る仕様書
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11 プロジェクトの概要と特徴

モジュールC-3
マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調査（フェーズⅠ）･

住民主体の砂漠化防止のための村落開発計画調査（フェーズⅡ）

本事例は、3年間の開発調査として実施され、住民主体の村落開発を行うための計

画作りが行われた。計画作りは、ローカルコンサルタントや現地連絡員（プロジェ

クトが雇用したファシリテーター）、住民リーダー、政府機関の役人など、様々な

関係者を巻き込み、参加型農村調査（Participatory Rural Appraisal: PRA）を効果

的に取り入れる形で進められた。またPRAの結果を踏まえた実証事業が行われ、

さらなる活動の展開に向けた教訓と留意点もまとめられた。社会調査を効果的に

用いて、住民主体の開発計画を参加型で設計･実施した好例である。

マリ国は西アフリカ内陸に位置する国土面積 124万 km2、人口約 1,200万で1人当た
りのGDPはUS$220（2002年）1であり、最貧国のグループに属する。サヘル地域にあ

る他国と同様、砂漠化の進行が顕著で、砂漠化防止への取り組みの一環として国連砂漠

化防止条約に加盟した。人口増加に伴う貧困を背景とした過剰耕作や、過放牧による土

壌の劣化や生産性の低下、森林の減少といった資源収奪的な活動が貧困を一層深刻化さ

せる、という悪循環を引き起こしている。こうした中、本開発調査は住民の参加を重視

した持続的かつ安定した生産活動ができるシステムを確立し、砂漠化の防止に資するこ

とを目的に実施された。プロジェクト全体の目標達成図は図C-4のように示される。

砂漠化の防止

（目標）

（M/Pの実行）

貧困解消･安定農村社会の実現

持続的農牧林業の定着

農牧林業生産向上、BHN充足、自然資源保全などの事業実施支援住民組織を主体にした各種事業の実施

住民組織を主体にした各種事業計画の策定

住民組織の自主的設立

住民による現状分析、課題の明確化

住民の事業受け入れ能力の向上支援支援
住民自身による現状認識の支援
行政側普及支援体制の改善整備

住
　
民
　
支
　
援

住
　
民
　
支
　
援

出所：国際協力機構（2004）「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　別冊「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調
査」フォローアップ調査」

図C-4 マスタープラン実現による目標達成概念図

1：JICA農村開発部（2004）「マリ国地方南部住民主体の砂漠化防止のための村落開発計画調査事業事前評価表（開発調査／コ
ミュニティディベロップメント）」



フェーズ I

2000年3月～2003年7月

約4.4億円

①持続的な農牧林業の展開を通じた砂漠化防
止を目指す農村総合開発計画を実証調査の
実施結果を反映し策定。

②上記の調査実施課程において、C/Pに対し
て調査手法および計画立案の手順、考え方
について技術移転を行うこと。

セグー地方南部6県約1,700村
（人口：約110万）

調査地域を代表する12村（3地区）
→村落開発の点としての成果と持続可能性の

確認

3年間で158MM、11ポスト（総括、社会経
済、行政／地域資源管理、住民参加／生活改
善、地下水、営農／栽培、森林保全、家畜／
飼料、土壌保全、業務調整、通訳）

フェーズ II

2004年7月～2008年1月

約5.5億円

①農村社会支援局の人的･組織的対応力の向上

②パイロット･プロジェクトの実施による調査
対象地域の行政官、村落指導員、住民リー
ダーの能力向上/育成。

③②を通じた住民主体の村落開発を面的に拡
大するための方策を明らかにした上で本調
査対象地域のアクションプランの策定。

セグー地方南部3県500村
（人口：約47万）

フェーズ Iの結果を踏まえてより貧困地域の
60村（人口：約4万人）
→面的な拡大を目指した行政能力の向上、村

落指導員、住民リーダーの育成。

4年間全体で89MM、8ポスト（総括／行政、
村落開発計画、普及／訓練、住民組織／農村社
会、生活改善／ジェンダー、土壌保全／植林、
営農、村落インフラ／施設設計）＋仏語通訳
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表C-11 フェーズⅠおよびⅡの調査概要

協力期間

総事業費用

協力相手先機関　

調査の目的

調査対象地域

実証調査対象
地域

コンサルタント
の投入

出所：特記仕様書。
総事業費用およびコンサルタントMMは、「ファイルメーカーメニュー」の「案件別統計実績」「調査団員情報」より集計。

（1）調査対象地域の選定方針

フェーズ Iの調査対象地域の6県は、主に①灌漑農業地帯、②綿花栽培地帯、③天水
農業地帯の3地帯に分けられるが、①、②は灌漑水、南部の多雨という好条件に恵まれ
ているほか、既に公的機関の支援が手厚く実施されていることもあり、本開発調査の実

証事業対象地区からは除外され、セグー地方南部の大部分を占め、しかも砂漠化が進ん

でいる③天水農業地帯が調査対象とされた。またその中でも調査本拠地であるセグー市

からの交通のアクセスの容易さを考慮して、対象地区が選定された。

また③の天水農業地帯には、季節河川が流れる地域と流れない地域がある。対象地域

選定の際には、村落規模のバラエティが確保されることと、調査管理の容易さの両面か

ら判断することとし、より多くの面積を占める季節河川が流れる地域の中から、ア．総

合的砂漠化防止対策が先行している先進地域（セグー市から車で約 50分）、イ．砂漠
化対策がそれほど進んでいない地域（約 1時間半）、そして ウ．季節河川が流れない

地域（約 2時間半）の 3地区から 12村落を選定した。
フェーズ IIではさらに貧困な地域である 60村落を実証地域と定めた。初年度は

フェーズ Iの対象地域と同じセグー県の同じ地区 12村落から着手し、2年度以降、他
の2県の村落をカバーするスケジュールとなっている。砂漠化の進行度が高い地域で実

フェーズ Iと IIの概要は表C-11のようにまとめられる。

農業･牧畜･漁業省　農村社会支援局、農村施設整備局、環境省自然保護局
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証事業を実施する必要があるという点と、調査拠点のセグー市からも通いやすいという

点を考慮して、優先地域を選定した結果、カバーされる対象地域の数は多いが、対象地

域は比較的狭い範囲にまとまることとなった。

（2）住民組織を主体とした活動をベースに

サヘル地域では独立後の開発プログラムの企画･実施に地域住民が全く参加しなかっ

たことが環境悪化に拍車をかけたという認識から、自然資源管理に地域社会を組み込む

「テロワール管理手法」が広く活用されている。あるコミュニティが所有し、利用して

いる農地や草地などの空間領域である「テロワール」を住民に認知させ、自治意識と、

土地資源管理に対する責任感の醸成を通じ、自然環境･生活環境を改善し、地域的な開

発活力を高揚させようというものである。この「テロワール管理手法」は、1984年に
モーリタニアで開催された砂漠化防止会議にて広く知られるようになった。本調査の実

証調査でもこのテロワール管理手法を採用し、管理委員会を設立することから活動に着

手している。

本開発調査の受注コンサルタントである緑資源公団は、1995年以来西アフリカ 3カ
国（ニジェール、ブルキナファソ、マリ）において、農林水産省の補助金により「砂漠

化防止等環境保全対策調査」を実施した。彼らは過去の砂漠化防止対策の技術につい

て検証した結果、技術は「在地の技術」またはそれを改良したもののみ受け入れられる

という経験から来る認識のもと、注力すべきは技術の伝授ではなく、調査対象地域の住

民の活力をどう引き出すか、という点にあると認識していた。そのため事業の開始直後

から、参加型農村調査（PRA）を用いて調査を行い、プロジェクトが直接雇用した現
地連絡員（短大や専門学校以上の学歴をもち、ファシリテーターとして住民主体の活動

の運営に寄与する人材）を活用して実証地域での活動を行った。



（1）マスタープラン調査（フェーズI）における二次資料の収集活用と追加情報の収集

コンサルタントは、他ドナーの報告書を参照して先行事例をレビューし、GISマップ
を元に面積を計測するなど、二次資料である国家統計情報局やユニセフなどの資料を積

極的に活用し、広大な対象地域にかかる社会経済状況の把握につとめた。特にユニセフ

が作成したベースマップからは水、学校などの基本データが得られ、貴重な二次資料と

して活用された。彼らはこれらの二次資料を最大限使いながら、さらに砂漠化に関連す

る情報を収集するために表C-12の手順で社会調査を実施した。

22 プロジェクトにおける社会調査の内容

モジュール C-3 マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調査（フェーズⅠ）･住民主体の砂漠化防止のための村落開発計画調査（フェーズⅡ）
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調査形態

聞き取り
アンケート調査

村落台帳作成調査

目的と概要

目的：広範な調査地域の砂漠化と社会経済の傾向の把握。
調査団による調査対象県のトップへの聞き取りアンケートを実施した。調査内容は
①組織、予算など、②面積、人口など、③農牧林業の現況と課題、④砂漠化進行に
ついての見解、⑤住民の生活状況、⑥女性の活動、⑦農業･農村インフラ、⑧農牧
林産物の流通、⑨教育、⑩医療、である。砂漠化に対する認識は高いが、具体的な
対策については政府、NGO頼りという姿勢が確認された。

目的：対象調査地域全体の社会経済状況の把握とし、対象地域1,700村のうちの275村を
サンプルとした。過去10年間の森林面積の変化、原因、および影響を調査し、約9
割の村落で森林減少が認識されていることが確認された。

出所：緑資源公団（2003）「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画　主報告書（マスタープラン編）」より作成

表C-12 マスタープラン調査（フェーズI）で実施された社会調査

（2）実証調査：対象地域の現況把握のためのPRA

フェーズ Iでは、現状分析のための情報収集にも重点を置いてPRAを実施した。そ
の後、実証事業期間を通じて、モニタリング、インパクト調査を実施した。

フェーズ IIでは、PRA、およびそれを発展させたPLA（Participatory Learning and
Action: 主体的参加による学習と行動）を用いた「調査」（活動）を実施している。
フェーズ Iでの経験を活かし、それを面的に拡大するために、フェーズ IIでは行政能力
の向上を目標に既存の行政職員である村落指導員、住民リーダーの育成の方策を明確化

することを重要な活動とした。また、住民の参画を促すために、ファシリテーターの育

成を目的とする、座学と実地研修を組み合せた研修も同時に実施している。

このように、本開発調査では、事業を設計するための情報収集を目的とした社会調査

というよりも、PRAやPLAによる調査活動がそのまま村落開発活動の一部となってい
るといえる。

以下、現時点で事業が終了し、全体像の把握が可能なフェーズ Iを中心に、具体的に
調査の内容について検証する。図C-5のスケジュールで示されるように、マスタープラ
ンの作成と実証事業は平行して実施されている。フェーズ Iにおいては、マスタープラ



CD-53

ン作成のための、調査対象地域全体の社会経済情報収集にかかる調査を実施する一方

で、選定された 12村で実証事業が行われた。最終的に実証事業の評価を取り込んで、
マスタープランがまとめられている。

出所：国際協力機構（2004）「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　別冊「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調
査」フォローアップ調査」

図C-5 開発調査全体のスケジュール（フェーズI）
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出所：国際協力機構（2004）「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　別冊「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調
査」フォローアップ調査」

図C-6 調査の実施体制（フェーズI）

（3）フェーズIにおける実証調査の概要

実証調査を委託する調査者（ローカルコンサルタント、現地連絡員）の選定に当たっ

ては、すべて技術プロポーザルを経て詳細に能力を吟味した。パイロット地域において

日々住民との話し合いを行い、情報を収集し、調査団へ報告する役割を担う現地連絡員

は、PRAまたは「テロワール管理手法」の経験者という条件で新聞広告を出し、500人
もの応募者の中から筆記試験と面接で厳選した。調査期間に制限がある中、調査者の選

定にこのように時間をかけたのは、調査者の能力が実証事業の鍵を握ると考えていたた

めである。本事業で想定されていた調査の実施体制は、図C-6に示されるとおりである。
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実施事業の手順は図C-7の実証調査の流れのとおりである。

出所：国際協力機構（2004）「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　別冊「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調
査」フォローアップ調査」

図C-7 実証調査の流れ（フェーズI）

（4）調査手順

実証事業の運営状況を把握するためにベースライン調査を最初に実施し、その後定期

的にモニタリングを行い、その結果を踏まえて適宜、活動内容を修正するとともに、事

業の評価結果を最終的にマスタープランへ反映するという一連の手順を踏んだ。

（ i ）ベースライン調査
ベースライン調査は調査団員、およびローカルコンサルタントが実施した。アンケー

トにより定量的に数値で状況を把握するための①村落単位の調査、②農家単位の調査

と、対話やグループ･ディスカッションなどを通じて定性的に状況を把握するための③

参加型農村調査（PRA）に分かれている。
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①村落単位の調査

社会経済状況の把握、特に砂漠化に関連し、その度合い、作付面積、放牧面積、森

林面積の10年前との比較と変化の理由、食糧自給状況、現金収入手段、識字、村内組
織を調査することにより、地域特性の把握につとめた。

②農家単位の調査

調査項目は村単位のものと共通事項が多いが、共同畑、私有畑、家計支出、出稼ぎな

ど、農家単位特有なものについて調査項目を加えた。

③参加型農村調査（PRA）
事業の開始前から、他の援助実施機関や本件調査団が自ら過去に実施した他のサヘル

地域での調査の教訓を踏まえ、PRAに準じた「MARP（Méthodes Actives de
Recherche Participative）」という住民参加型計画手法の活用が検討されていた。
MARPは環境開発国際研究所（IIED）が、西アフリカのサヘル地域でさまざまな機
関、特にNGOの能力開発を促進することを目的として推進している参加型手法であ
る。調査項目は多様であり、表C-13のようにまとめられる。「プライオリティ、フィー
ジビリティ図」は、実証事業で活用するために調査団独自に追加した。フェーズ Iでは
MARPを 3班体制で行い、各村につき 1週間を費やした。これらの各種調査結果を総
合し、実証事業評価に影響を及ぼす可能性のあるベースラインの条件をまとめた。

PRA項目

マトリックス分類図

季節労働カレンダー

資源図

社会図

縦走図

生産サイクル図

組織関係図（ベン図）

対外フロー図

日労働カレンダー

プライオリティ､
フィージビリティ図

内　　　　容

木、家畜の種毎に用途毎の重要性を数値化して記入していき、その数値を集計して住
民が好む種の優先度を明らかにするもの

労働の種類毎に、労働量の季節的な変化を図化するもの

村に存在する農牧林資源、川、沼などの生態資源、道路、貯水池、灌漑施設など物
理的資源を地図化するもの

村に存在する診療所、学校、モスク、商店、市場、井戸、穀物倉庫などの社会インフ
ラを地図化するもの

村の主要なアグロエコシステムを通る道を縦走し、特徴をスケッチしていくもの。記
入事項は、地上部のスケッチ、土壌、作物、家畜、その他の特徴、問題点

主要な作物と家畜について、生産サイクルのプロセスをフロー図で表し、各プロセス
で必要なインプット（雇人費用、資機材など）や算出されるアウトプット、問題点を
書き加える

村に存在する組織を円で表すもの。組織の大きさを円の大きさで、組織間の関係の深
さを円のオーバーラップの度合いで示す

当該村から見た対外的な、物、人の出入りを図化する物

乾期、雨期の代表的な一日の労働量を労働の種類毎に図化するもの

各種対策についてのプライオリティ、フィージビリティを図化するもの

出所：国際協力機構（2004）「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　別冊「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調
査」フォローアップ調査」

表C-13 住民参加型農村社会調査内容
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（ ii ）実証事業のモニタリング：活動の見直し、経験の共有、マスタープランへの反映
事業の進捗を確認する目的で、活動プロセスと効果の把握にかかわる指標をたて、定

期的にモニタリングを実施した。活動のプロセスを把握する指標は①事業管理運営、②

労働提供状況、③負担金支払状況、④研修参加状況などの視点から設定された。モニタ

リング計画は表C-14の通りである。実証事業にかかわる機関が多岐にわたり、モニタ
リングを担当するステークホルダーもさまざまであることから定期的な連絡会議（月 1
回）を開催した。また、モニタリング結果評価セミナーを年 2回開催して、実施してい
る対策や、技術の現地適用の状況や妥当性･経済性･持続性などを検証し、その結果を

マスタープランに反映させている。

表C-14 住民組織化分野モニタリング計画

事業

1.テロワール
管理支援体制
整備

2.住民組織化
支援

3.識字率向上

4.住民事業実
施能力向上

事業細目

現地連絡員の配置

バイク、宿舎の配備

MARP研修

砂漠化防止活動普及
啓蒙

先進地視察

参加型農村社会調査

規約／内規の作成、
登録、役員の選任

テロワール管理計画
の策定

集会所建設

識字教育講師養成
研修

識字研修

婦人識字研修

会計･リーダー養成
研修

既存組織活動実態
調査

モニタリング項目

現地連絡員のファシリ
テート能力

バイク、宿舎の状態

末端普及員のMARP
研修理解度

住民の意識変化

住民の意識変化

住民の意識変化

規約／内規の作成状況

テロワール管理計画
内容

建設記録（作業内容、
農民参加数）

集会所利用記録

集会所管理記録

アンケート調査

識字能力の改善度合い

識字能力の改善度合い

モニタ
リング対象

現地連絡員

バイク、
宿舎

末端普及員、
コミューン
代表

全集落

全集落

全集落

全集落

全集落

建設集落

全集落

建設集落

全集落

研修参加者

研修参加者

モニタリング
頻度

1回／月

バイクは1回／
月、宿舎は随時

2001年12月

2000年10月

2000年12月、
2001年1月

2000年6月

2000年9月

2000年10月

2001年6～7月
2001年
11～12月

毎月1回

毎月1回

2001年1月

2001年1～2月

2001年2～4月

モニタリング
実施者

日本人専門家

日本人専門家

PROMAVI
（コンサルタント）

C/P

現地連絡員

CADIS
（コンサルタント）

BEAGGES
（コンサルタント）

BEAGGES
（コンサルタント）

現地連絡員

現地連絡員

現地連絡員

現地連絡員

BEAGGES
（コンサルタント）

BEAGGES

データ収集方法

現地連絡員報告書

定期点検、目視確認

研修参加者への評価
テスト結果

C/P報告書

現地連絡員報告書

参加型農村社会調査
報告書

CGTV設立支援調査
報告書

CGTV設立支援調査
報告書

現地連絡員
建設期間中毎日訪問
し記帳

管理グループから
聞き取り

管理グループから
聞き取り

UPAから聞き取り

識字教育講師養成
研修報告書

識字研修報告書



（ iii ）実証事業の評価：調査者、当事者の双方による効果的な評価
①調査団（コンサルタント）による評価

表C-15に示される各種事業コンポーネント別に、5段階の基準を設けて評価を行っ
た。これらの評価指標を確認すると、小規模金融システム、小規模灌漑による野菜栽

培、手工芸など女性の収入向上に資する事業は非常に活発であり、当初からの要望の強

さを反映しているといえる。また短期間で効果が目で見て確認しやすい石積みによる土

壌保全事業も評価が高いことが明確になった。また小規模金融事業のパフォーマンスが

非常によかったことは潜在需要の高さと研修の効果を裏付けている。

②住民による評価

各事業を効果的に運営し、また調査結果をマス

タープランへより効果的にフィードバックをする

目的から、住民自身の投票による参加型評価を実

施した。また住民（テロワール管理委員会役員）

にアンケート調査を実施し、実証事業にかかる定

性的評価を補足するための数量的解析を行った。

さらに住民意見交換会を実施し、住民同士が他村

CD-58

事業

4.住民事業実
施能力向上

5.小規模金融
システム

事業細目

CGTV役員役割
理解度調査

CGTV会議録記帳
指導

CGTV役員台帳作成

婦人リーダー養成
研修

金庫配布

負担金支払い

小規模金融基金積立

小規模金融先進地
研修

募金担当者研修

貸出･返済状況確認

モニタリング項目

CGTV役員役割理解度

会議録記帳能力改善
度合い

役員の変更推移

婦人リーダーの意識
変化

設置場所

負担金支払い状況

預金者の数、金額

基金運営状況の理解度

管理能力改善度合い

貸出件数、額、返済率
など

モニタ
リング対象

CGTV役員

CGTV書記
の議事録

CGTV役員

CGTV婦人
役員

CGTV長

CGTV長

金庫管理者

金庫管理者

金庫管理者

金庫管理者

モニタリング
頻度

2001年7月

1回／月

2001年7月、
8月

2001年10月

2001年7月

1回／月

1回／月

2001年9月

2001年9月

2002年3月から
毎月1回

モニタリング
実施者

現地連絡員

現地連絡員

現地連絡員

現地連絡員

日本人専門家／
現地連絡員

BEAGGES

BEAGGES

BEAGGES

BEAGGES

BEAGGES

データ収集方法

CGTV役員聞き取り

CGTV書記記録

CGTV役員聞き取り

評価テスト結果

現地確認

CGTV会計記録

CGTV基金担当記録

研修参加者への聞き
取り

研修前後評価テスト
結果

貸出・返済期録

出所：国際協力機構（2004）「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　別冊「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調
査」フォローアップ調査」

CGTV：テロワール管理委員会
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出所：国際協力機構（2004）「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　別冊「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調
査」フォローアップ調査」

表C-15 パイロット村における事業コンポーネントと評価（調査団による評価）

の活動から学んだり、議論をする場を設け、発表内容や優秀な事業については3年間の
総括として表彰した。



モジュール C-3 マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調査（フェーズⅠ）･住民主体の砂漠化防止のための村落開発計画調査（フェーズⅡ）
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実証事業においては、ベースライン調査から始めてそれをモニタリング･評価するこ

とで多くの教訓が得られ、最終的にこれらの教訓を踏まえてマスタープランが作成され

た。

モニタリング･評価では、ベースライン調査で把握された社会経済データ（識字率や

単位収量など）の変化をフォローするとともに、実証事業の実施状況･成果についても

把握された。特に住民の意識変化など、質的な側面に関してもモニタリングが行われた。

また一連の社会調査を通じ、所得向上など、住民の生活安定に裨益する事業と、砂漠化

防止に直接裨益する植林などの事業の組み合わせの有効性とともに、事業の実施方法と

して村落開発計画の策定から実施まで、すべてのプロセスに住民が主体的に参加するこ

とが重要であることが確認された。

社会調査を活用しながら確認された実証事業の活用や効果は、以下のとおりである。

（1）知らないことを明らかにした社会調査：住民の負担能力の分析と労務提供の可能性

当初C/P機関からは住民に負担を求めることなど問題外という姿勢であったが、持続
的な運営には住民自らの負担が原則であると考えた調査団は、当事者意識を高める働き

かけを行った。公共性の高い事業においては単純労働の提供から金銭的な負担まで幅を

持たせ、住民の多くが何らかの形で参画できるよう工夫した。また農繁期や行事などとの

バッティングを避けるなど、労働提供を求める事業を設計する際の配慮事項をまとめた。

住民の行政や外部の支援者に対する依存度は、政府機関が考えるほどは高くなかった

が、これは住民が伝統的組織の枠組みを応用した解釈を行い、村の状況に合わせて実証

事業を受容した結果であり、住民側も実証事業に対して良好な評価を行っていると推察

される。事業を伝統的な共同作業になぞらえ、その労働を既存の青年組織の役割とし

た。この伝統的な青年組織は従来、公共事業の労働提供と共有畑の耕作など村の開発の

ための収益活動を担っていたので、外部の援助機関が持ち込んだにもかかわらず、実証

事業の枠組みが地元の制度に組み込まれ、社会文化的な受容性も高まったのである。住

民には、「村の問題が少なくなれば、自分の問題も減る」という認識もあり、「皆自然に

なすべきことをなす」という意識につながっていることがモニタリング･評価を通じて明

らかとなった。

（2）社会調査の副産物：現地連絡員と住民間の信頼構築

さまざまな実証事業のうち、もっとも困難が予想された活動は小規模金融システムで

あったが、調査地域の特徴として、不払いを罪とみなし、村八分のように制裁する習慣

があることが社会調査によって判明した。この小規模金融では、返済率 99%が達成さ
れたが、その要因は、調査を通じて現地連絡員と住民の間の信頼関係が構築されていた

33 社会調査結果の活用、実施の効果
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こと、当初から住民にも負担（金庫提供の 20%を村が負担）を課し、十分に自らの責
任を理解するよう働きかけていたことであると考えられる。少しずつではあるが、この

小規模金融事業の収益が、他の公共事業の経費に配分される例（識字教室の講師料）

が、モニタリング調査によって確認されている。社会調査を通じた信頼関係の構築が、

実証事業に対する住民の理解を深め、事業の持続性を高めているといえる。

（3）ベースラインとモニタリング調査で明確になった教訓

1）成功の因果関係を把握
ベースライン調査で確認された内容と事業評価結果の関係をみると、事業の成否は

「12村の住民の教育程度」、「リーダーの能力」、「ファシリテーターとして送り込んだ現
地連絡員の能力」に左右されていることが明らかとなった。このことから、フェーズ II
ではまず識字率の低い調査地において、積極的な識字活動を展開することになった。ま

た農民に直接経済的効果のある事業と、農民が「許容」できる期間に効果の発現が見込

める事業（すなわち短期間に目で見てその効果を認識しやすい石積みによる土壌保全事

業など）は、より継続的に行われていることも判明した。その一方、意義を認められて

はいるが、効果の発現により時間を要する苗畑事業のような活動は持続性が低い。この

ほか、識字教室のように直接収益が見込めない事業については、小規模金融システムな

どからの収益を配分するなど、維持管理費を作るための工夫が必要であることが明らか

となった。

2）住民自身による評価活動が生む事業への相乗効果
評価で確認された点として、各事業の相乗効果がある。例えば製粉所建設により生み

出された女性の余暇時間は手工芸品製造や羊の肥育に費やされるなどの効果が確認され

た。また、日々の薪集めや水汲みの負担が軽減されたことが、住民によるより一層の事

業拡大や参加を促したことが評価調査によって確認された村もある。評価を住民自ら実

施することで一層各々の事業の効果を認識し、より活動に熱心になるという好循環を生

んだといえる。

3）簡易調査で波及効果を確認：住民同士の学びの可能性の確認とその限界
周辺地域での簡易調査を実施した結果、住民は同じ地域内での成功経験を熱心に学

ぼうとすることが確認された。これを受けてフェーズ IIでは、「農民から農民への普及
（Farmer to Farmer）」という手法を積極的に取り入れ、フェーズ Iで育成された農民
が研修のリーダーを実施する活動を投入した。農民自身が計画から評価までの活動に参

加することで、他地域へ経験を伝える講師となることも厭わなくなるなど、農民の能力

が強化された成果は大きい。一方、住民自身が先進地の視察などを通じ、目で確認し、

価値を認識できる活動はそれなりに波及していくが、「小規模金融」や「識字教育」な

ど、維持運営に研修をうけた人を必要とする活動は、なかなか波及が難しい。後者の場

合には、モデルを普及させる際にも、必要な外部からのインプットを精査し、適宜、投

入することが必要であることが明確になった。
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（1）ファシリテーターの訓練の重要性

PRA手法を活用し、住民の活力を利用する上で大きな障害となったのは、住民自身
より、ファシリテーターの意識の問題である。PRAが有効な手法であることは、サヘ
ル地域でもよく知られているものの、実際にはファシリテーターが住民に一方的に指導

する形が頻繁に見られた。ファシリテーターは、識字率が極端に低い農民に対して差別

的な態度をとっており、この点を克服することが重要である。外国人である調査団が、

ファシリテーター候補に自国の農民との付き合い方を指導するということは言葉の障壁

もあり、時間のかかる作業である。調査対象地域で、ファシリテーターとなりうる政府

職員などの技量と質、あるいはローカルコンサルタントなど直接調査団が雇用しうる人

材の層を適切に判断し、人材のリクルート、養成を行うことが、PRAを通じて有効な
アウトプットを出すためには重要であるといえよう。

←PRA研修の様子

休憩時間を利用して各作業の記録を自分のノートに書き記しておき、復習に
役立てる。住民の都合により、夕方から夜間にかけてPRAを行うことも多いの
で、日中は役割分担の話し合いや研修生同士の意見交換などが行われる。

ファシリテーター養成のための能力向上研修は、7日間のPRA実習のあと、
技術研修などが行われ、全30日間にわたった。能力向上研修のあとはOJT研修
ということで、研修生は村落指導員としてそれぞれ担当するパイロット･プロ
ジェクトの対象村落においてPRA調査を実施した（2005年9月現在）。

（2）現地連絡員（ファシリテーター）の活用

ファシリテーターとして雇用された現地連絡員は、対象地域に居住し、細かな現地情

報を随時収集し、事業の開始に向けて住民との話し合いを重ね、ローカルコンサルタン

トとともにPRAを実施した。これらの入念な準備活動がその後の実証事業に影響を与
えたといえる。他の援助機関によるプロジェクトで見られるように、短期間ローカルコ

ンサルタントを送るだけでなく、住民に対し、事前に事業の説明がしっかりされ、物質

的な見返りを要求しないことで信頼関係が醸成された。また事業の受入れを性急に求め

ず、組織化や実施方法の詳細にかかる判断は住民にゆだね、時間をかけて決定を待つとい

う現地連絡員の姿勢は、村の伝統的な結束力や共同作業の慣行を尊重することにつなが

り、住民の実証事業への参画を促した。他方で、このように能力のあるファシリテーター

を対象地域に派遣するには費用を要するため、費用対効果を見極めなければならない。

44 社会調査実施上の教訓



CD-63

（3）二次資料の検証の重要性

UNESCOの資料によると、マリにおける15歳以上の識字率は全国平均で男性 27%、
女性 12%（2000－ 2004年の政府推計）であり、初等教育を完了する割合は約 30%
（2002－ 2003年）2 である。それを前提として対象村に入り、読み書きができる人を尋

ねると、それなりの人数が上げられる。しかし、本件調査団が実際に住民に簡単な会議

のメモを取らせてみると、さらに読み書き能力が低いことが判明し（調査団推定 5%前
後）、事実上、プロジェクト活動のさまざまな障害になることが明確となった。このよ

うな調査により、識字活動も実証事業の重要なコンポーネントとして位置付けられた。

事業活動の根幹にかかる状況については、既存の二次資料を活用する際にも、検証が重

要であるといえる。

土レンガを積上げた後、モルタルを塗って外装を整えていく。建設作業はローカルコ

ンサルタントの指導を受けながら、住民が労働供出を行った。

住民自身で建設中の識字教育用の建物

識字教室に対するニーズは非常に高く、リーダー候補者でない村人も受講

2： http://www.uis.unesco.org/profiles/selectCountry_en.aspx で各国の教育、識字状況が検索できる。
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（4）社会調査の実施体制とC/Pとなる政府機関との関係

本開発調査のC/Pは政府機関であり、事業を通じ、C/Pと協働することが前提であ
る。他方、実際には農民への差別意識を持つ政府職員も見られ、実証事業への協力をも

とめても十分に応じられず、いたずらに時間が無駄になってしまうこともあった。

こうした状況を踏まえ、本開発調査ではパイロット事業の成功を優先し、フェーズ I
の初期段階では、村落台帳調査およびPRAの実施を担当するローカルコンサルタント、
現地連絡員を慎重に選定し、雇用する方法をとった。その後、フェーズ Iでの教訓を活
かしつつ、フェーズ IIでは面的拡大という課題に対応するために、政府職員の関与を強
化した。本件調査団は、農村での住民の能力強化に資する活動に関心の低い政府職員に

最初からファシリテーターなどの負担を強いることなく、成功経験を追随する形で活動

に加わるという流れで政府機関の巻き込み、ひいては事業の制度的強化を目指した。

2つのフェーズにわたる長期間の戦略があったからこそ、可能になった手法といえよう。

本開発調査、フェーズ Iの経験からは、先進地（パイロット村）で事業経験を積んだ
住民リーダーが、他地域の住民へ事業の成果を伝播させる方法での、普及のインパクト

が大きいことが確認された。他方、外部からの投入を必要とする事業などもあり、活動

の成果をより本格的に面的に展開させるためには、政府機関の関与は必要であることも

事実である。他ドナーの案件との兼ね合いや緊急活動への対応（有害バッタの大量発

生）などもあり、常に多忙な行政官の関心をいきなり引き出すことが難しい場合は、事

業の成功を通じて行政官の関心を引き出していくアプローチも考えられるということを、

本事業の経験は示している。



CD-65

SAMPLE添付資料　PRA実習（村落社会調査）仕様書
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モジュールC-1 ラオス再生可能エネルギー利用地方電化計画調査
国際協力事業団（1998）「ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画　予備調査報告書」
プロアクトインターナショナル株式会社／四国総合研究所（1999a）「ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画調査 プログ

レスレポートI」
プロアクトインターナショナル株式会社／四国総合研究所（1999b）「プログレスレポートII」
プロアクトインターナショナル株式会社／四国総合研究所（2000）「インテリムレポート」
プロアクトインターナショナル株式会社／四国総合研究所（2001）「最終報告書」
プロアクトインターナショナル株式会社（2005）「プロジェクト研究　太陽光発電プロジェクト利用　地方電化の課題と可能性に

関する調査」
「ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画調査 特記仕様書」

＜インタビュー調査＞
・ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画　予備調査団　鉱工業開発調査部資源開発調査課　星野明彦氏（当時）
・ラオス国再生可能エネルギー利用地方電化計画調査　総括　大滝克彦氏（プロアクトインターナショナル株式会社）

モジュールC-2 セネガル安全な水とコミュニティ活動支援計画
国際協力事業団（2001）「国際飲料水センター設立のための基礎調査」「JICA/Etude de base pour la création d’un centre inter-

national pour l’eau potable」,「Février 2001, Etude réalisée par le Groupe d’Etude de Recherche et d’Aide à la
Décision」 (GERAD)

国際協力事業団　社会開発協力部（2001）「セネガル共和国　水利用･生活環境改善のためのコミュニティ活動支援基礎調査団
報告書」

国際協力事業団　社会開発協力部（2002）「セネガル共和国　安全な水とコミュニティ活動支援計画　実施協議報告書」
日本テクノ株式会社／株式会社アースアンドヒューマンコーポレーション（2006）「PEPTAC  安全な水とコミュニティ活動支

援計画　ファイナル･レポート」
GERAD, JICA（2003）「Etude de Base: Moukh-Moukh, Projet de l’Eau Potable pour Tous et Appui aux Activités

Communautaire（PEPTAC）au Sénégal」
GERAD, JICA（2005）「Rapport Provisioire, Premiere partie etude d’Impact 3 PEPTAC (Project de l’Eau Potable pour

Tous et Appui aux Activités Communutaires)」
PEPTAC（2005）「Guide de l’Approche Genre pour La Mise en Place de l’ASUFOR (Ebauche)」
PEPTAC「Guide d’Entretien pour le suivi au point de vue genre」
PEPTAC「Questionnaire Ménage」
PEPTAC「Suivi des Activites de L’ASUFOR au point de vue genre」
「セネガル国　安全な水とコミュニティ活動支援計画　社会／ジェンダー分析調査　現地再委託仕様書」
「セネガル国　安全な水とコミュニティ活動支援計画　ベースライン調査に関る仕様書」
「セネガル国　安全な水とコミュニティ活動支援計画　インパクト調査（G1, G2, タイバンジャイ）に関る仕様書」
「セネガル国　安全な水とコミュニティ活動支援計画　インパクト調査（G3）に関る仕様書」

＜インタビュー調査＞
・セネガル 水利用･生活改善のためのコミュニティ活動支援計画基礎調査

総括　石井信行氏、社会ジェンダー分析担当　浜岡真紀氏、吉川千恵子氏　日本テクノ株式会社

モジュールC-3 マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調査（フェーズⅠ）
住民主体の砂漠化防止のための村落開発計画調査（フェーズⅡ）

国際協力機構（2004）「プロジェクト研究　アフリカ農村開発手法の作成　別冊「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調査」フォ
ローアップ調査」

緑資源公団（2003）「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画　主報告書（マスタープラン編）、（実証事業編）」
緑資源公団（2004）「マリ国セグー地方南部住民主体の砂漠化防止のための村落開発計画調査（プログレスレポートI）」
緑資源公団（2005）「マリ国セグー地方南部住民主体の砂漠化防止のための村落開発計画調査（インテリムレポート1）」
緑資源公団（2005）マリセグー地方南部砂漠化防止計画のための村落開発計画調査　2005年7月現在の活動写真集

＜インタビュー調査＞
・マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調査総括　清水直也氏
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